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よ
り
、
社
会
福
祉
法
人
を
中
核
と
す
る
非
営
利
連
携

法
人
制
度
の
創
設
が
提
言
さ
れ
た
。
そ
の
後
、

２
０
２
０
年
６
月
に
「
地
域
共
生
社
会
実
現
の
た
め

の
社
会
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
成

立
・
公
布
さ
れ
、
同
法
に
基
づ
き
「
社
会
福
祉
連
携

推
進
法
人
」
制
度
が
創
設
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
は
、
地
域
共
生
社
会
の

実
現
に
向
け
、
地
域
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
新
た
な
取

り
組
み
の
創
出
、
そ
の
担
い
手
で
あ
る
福
祉
・
介
護

人
材
の
確
保
・
育
成
等
を
進
め
て
い
く
観
点
か
ら
、

地
域
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
間
の
連
携
・
協
働
の

た
め
の
ツ
ー
ル
と
し
て
有
効
に
活
用
さ
れ
る
こ
と
が

期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
２
０
２
０
年
11
月
か
ら
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人

の
業
務
内
容
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
、具
体
的
な
運
営
の
あ
り

方
等
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
「
社
会
福
祉
連
携
推

進
法
人
の
運
営
の
在
り
方
等
に
関
す
る
検
討
会
」
は

２
０
２
１
年
5
月
14
日
に
と
り
ま
と
め
を
公
表
し
た
。

　
と
り
ま
と
め
で
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の

特
徴
と
し
て
、

〇�

自
主
的
な
連
携
と
比
べ
、
個
々
の
法
人
の
自
主
性

を
確
保
し
つ
つ
、
法
的
ル
ー
ル
に
則
っ
た
一
段
深

い
連
携
が
可
能
で
あ
る
こ
と

〇�

社
会
福
祉
協
議
会
と
比
べ
、
業
務
の
実
施
区
域
が

　2020年6月12日に、社会福祉連携推
進法人制度の創設を盛り込んだ「地域共生
社会の実現のための社会福祉法等の一部を
改正する法律」が公布されました（改正法
の施行は2021年4月1日。社会福祉連携
推進法人制度については公布から２年を超
えない日、施行までに半年程度の周知期間
を想定）。2020年11月から同制度の具
体的内容について検討してきた「社会福祉
連携推進法人の運営の在り方等に関する検
討会」は、2021年5月14日にとりまとめ
を公表しました。その内容をみていきます。

限
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
広
範
囲
で
の
連
携

が
可
能
で
あ
り
、
ま
た
、
連
携
す
る
合
意
の
と
れ

た
法
人
同
士
で
設
立
が
で
き
る
こ
と

〇�

連
携
の
た
め
の
法
人
形
態
を
社
会
福
祉
法
人
と
す

る
場
合
と
異
な
り
、
社
会
福
祉
事
業
を
実
施
す
る

必
要
が
な
く
、
法
人
同
士
の
連
携
業
務
の
た
め
に

設
立
が
で
き
る
こ
と

を
あ
げ
、
同
じ
目
的
意
識
を
も
つ
法
人
が
個
々
の
自

主
性
を
保
ち
な
が
ら
連
携
し
、
規
模
の
大
き
さ
を
活

か
し
た
法
人
運
営
が
可
能
と
な
る
こ
と
を
メ
リ
ッ
ト

と
し
て
い
る
。

　
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
が
で
き
る
社
会
福
祉
連

携
推
進
業
務
は
、
①
地
域
福
祉
支
援
業
務
、
②
災
害

時
支
援
業
務
、
③
経
営
支
援
業
務
、
④
貸
付
業
務
、

⑤
人
材
確
保
等
業
務
、
⑥
物
資
等
供
給
業
務
、
の
６

つ
が
あ
り
、
こ
の
中
か
ら
全
部
ま
た
は
一
部
を
選
択

し
て
実
施
す
る
こ
と
と
な
る
が（
図
１
）、
ど
の
業
務

を
行
う
か
は
当
該
法
人
の
判
断
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

〇�

地
域
福
祉
支
援
業
務
等
を
中
心
に
、
市
町
村
域
に

お
い
て
法
人
種
別
を
超
え
た
連
携
支
援
を
行
う
タ

イ
プ

〇�

人
材
確
保
等
業
務
等
を
中
心
に
、
都
道
府
県
域
等

に
お
い
て
特
定
法
人
種
別
が
広
域
的
に
連
携
す
る

タ
イ
プ

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
間
の

連
携
・
協
働
を
目
指
し
て

　
人
口
の
急
速
な
高
齢
化
や
福
祉
ニ
ー
ズ
の
複
雑

化
・
複
合
化
の
な
か
、
社
会
福
祉
法
人
に
は
、
経
営

基
盤
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
こ
う
し
た
福
祉
ニ

ー
ズ
に
対
応
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の

状
況
を
受
け
、
２
０
１
９
年
度
に
開
催
さ
れ
た
「
社

会
福
祉
法
人
の
事
業
展
開
等
に
関
す
る
検
討
会
」
に

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
制
度
の

具
体
的
内
容
と
は
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な
ど
、
当
該
法
人
の
創
意
工
夫
に
基
づ
き
、
多
様
な

運
営
形
態
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
多
様

な
タ
イ
プ
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、
参
加
す
る
社
会
福

祉
法
人
等
は
、
複
数
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の

社
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
る
。

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
が
で
き
る

６
つ
の
業
務

　
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
が
で
き
る
６
つ
の
業
務

の
内
容
を
み
て
み
よ
う
。

≪
①
地
域
福
祉
支
援
業
務
≫

　
①
の
地
域
福
祉
支
援
業
務
に
つ
い
て
は
、（
ア
）

地
域
福
祉
の
推
進
に
係
る
取
り
組
み
で
あ
る
こ
と
、

（
イ
）
当
該
取
り
組
み
を
社
員
が
共
同
し
て
行
う
も

の
で
あ
る
こ
と
、（
ウ
）
当
該
取
り
組
み
を
社
会
福

祉
連
携
推
進
法
人
が
支
援
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、

に
該
当
し
て
い
る
必
要
が
あ
る
。（
ウ
）
は
、
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
は
社
員
が
行
う
こ
と
を
前
提
と
し

つ
つ
、
社
員
間
の
情
報
共
有
や
連
絡
調
整
、
ノ
ウ
ハ

ウ
の
共
有
等
と
い
っ
た
連
携
強
化
の
た
め
の
支
援
の

こ
と
を
い
う
。
な
お
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の

業
務
は
法
律
上
「
支
援
」
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

原
則
と
し
て
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
自
体
が
主

体
と
な
っ
て
、
地
域
住
民
等
に
対
し
、
社
会
福
祉
事

業
そ
の
他
社
会
福
祉
関
係
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
よ
う
な
取
り
組
み
は
該
当
し
な
い
。

　
具
体
的
な
内
容
と
し
て
は
、

◦�

地
域
住
民
の
生
活
課
題
を
把
握
す
る
た
め
の
ニ
ー

ズ
調
査
の
実
施

◦�

ニ
ー
ズ
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
た
新
た
な
取
り
組

み
の
企
画
立
案
、
支
援
ノ
ウ
ハ
ウ
の
提
供

◦�
取
り
組
み
の
実
施
状
況
の
把
握
・
分
析
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特別養護老人ホームＡ 特別養護老人ホームB 特別養護老人ホームC

【法人運営のポイント】
○社会福祉連携推進区域（業務の実施地域。実施地域の範囲に制約なし。）を定め、社会福祉連携推進方針（区域内の連携推進のための方針）を決定・公表
○社会福祉連携推進業務の実施（以下の６業務の中から全部又は一部を選択して実施）
○上記以外の業務の実施は、社会福祉連携推進業務の実施に支障のない範囲で実施可（社会福祉事業や同様の事業は実施不可）
○社員からの会費、業務委託費等による業務運営（業務を遂行するための寄附の受付も可）
○社員である法人の業務に支障がない範囲で、職員の兼務や設備の兼用可（業務を遂行するための財産の保有も可）

④貸付業務
•社会福祉法人である社員
に対する資金の貸付け

※貸付け毎に所轄庁の認可が必要
※貸付け原資の提供は、原資提供
社員（社会福祉法人）の直近３カ
年度の本部拠点の事業活動計算
書における当期活動増減差額の
平均額が上限
※貸付け原資は、社会福祉充実財
産の控除対象財産とはならない

③経営支援業務
•経営コンサルティング
•財務状況の分析・助言
•事務処理代行　等
※介護職種に係る技能実習の監理
団体は、経営支援業務として行う

①地域福祉支援業務
•地域貢献事業の企画・立案
•地域ニーズ調査の実施
•事業実施に向けたノウハ
ウ提供　等

②災害時支援業務
•応急物資の備蓄・提供
•被災施設利用者の移送
•避難訓練
•BCP策定支援　等

⑤人材確保等業務
•採用・募集の共同実施
•人事交流の調整
•研修の共同実施
•現場実習等の調整　等

⑥物資等供給業務
•おむつやマスク等の物資
の一括調達
•給食の供給　等

社会福祉事業等に
従事する者の養成機関を

経営する法人

社会福祉を目的とする
公益事業を
経営する法人

社会福祉事業を
経営する法人

大学等福祉・介護人材養成施設への募集活動や合同説明会の開催
合同の職員研修の実施、社員間の人事交流の調整

社会福祉法人
※各法人は、複数の
　社会福祉連携推進法人に
　参画することが可能

※２以上の法人が参画し、参画する社員の過半数は社会福祉法人であることが必要

理事会
（理事６名以上・
監事２名以上）

社員総会
（法人運営に係る重要事項

の議決機関）

社会福祉連携推進
評議会

（3名以上）

○社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域における良質かつ適切な福祉サービスを提供するととも
に、③社会福祉法人の経営基盤の強化に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設。
○２以上の社会福祉法人等の法人が社員として参画し、その創意工夫による多様な取組を通じて、地域福祉の充実、災害対応力の強化、福祉
サービス事業に係る経営の効率化、人材の確保・育成等を推進。
　⇒社会福祉連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の大きさを活かした法人運営
が可能となる。

社会福祉連携推進法人（一般社団法人を認定）

会費等を支払い、社員として参画、社員総会において議決権を行使 社会福祉連携推進業務等を通じた便益を享受

法人の業務を執行
事業計画等への意見具申や事業の評価
（社員総会・理事会は意見を尊重）

※代表理事１名を選出
※理事及び監事の要件は、
社会福祉法人と同水準

※原則１社員１議決権
※議決権の過半数は、社会福祉法人である社員が持つ

※不当に差別的な取扱いをしないなど、一定の要件を満たす場合であって、
社員間の合意に基づき、定款に定める場合は、異なる取扱いも可能

※社会福祉連携推進区域の福祉の状況の
　声を反映できる者を必ず入れる
　業務に応じて、福祉サービス利用者団体、
　経営者団体、学識有識者等から構成

【社員として参画できる法人の範囲】

⇒学生等への訴求力の向上、福祉・介護人材の
　資質向上、採用・研修コストの縮減が期待

社会福祉連携推進法人のイメージ（介護施設における人材確保に活用する場合）
社会福祉連携推進法人

（社員）

認
定
・
指
導
監
督

所
轄
庁（
都
道
府
県
知
事
、市
長（
区
長
）、

指
定
都
市
の
長
、厚
生
労
働
大
臣
の
い
ず
れ
か
）

社会福祉連携推進法人について　図1
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